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証券コード：6635

第42回　定時株主総会

招集ご通知
開催日時

2021年３月30日（火曜日）午前11時

受付開始：午前10時

開催場所

栃木県日光市大沢町１２０９番地

ピートダイゴルフクラブロイヤルコース会議室

(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

議　　案

第１号議案　剰余金処分の件
 

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を

除く。）５名選任の件

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の

観点から、株主の皆様におかれましては極

力書面またはインターネットによる事前の

議決権行使をお願いいたします。

また、本年は株主総会終了後のお土産の配

布、ならびに懇親会につきましては諸般の

事情を鑑み、中止させていただきます。何

卒ご理解賜りますようお願いいたします。
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証券コード 6635

2021年３月15日

株主各位
栃 木 県 日 光 市 根 室 ６ ９ ７ 番 地 １

株式会社大日光・エンジニアリング

代表取締役会長 山 口 侑 男

第４２回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第４２回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、株主の皆様におかれましては極力書面またはイン

ターネット等による事前の議決権行使をお願い申し上げます。
書面またはインターネットにより議決権を行使いただく場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検

討のうえ、2021年３月29日（月）午後５時10分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日　　　　時 　２０２１年３月３０日（火曜日）午前１１時
２．場　　　　所 　栃木県日光市大沢町１２０９番地

　ピートダイゴルフクラブロイヤルコース会議室
　(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第４２期（２０２０年１月１日から２０２０年１２月３１日まで）事業報告､連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第４２期（２０２０年１月１日から２０２０年１２月３１日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。
また、次の事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ

イト（http://www.dne.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。し
たがって、本招集ご通知の提供書面は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査した対
象の一部であります。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表
なお、株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記の当社ウェブサ

イトに掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付

にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示のうえ、ご返送くだ

さい。

次ページの案内に従って、議案の賛否

をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2021年３月30日（火曜日）

午前11時（受付開始：午前10時）

2021年３月29日（月曜日）

午後５時10分到着分まで

2021年３月29日（月曜日）

午後５時10分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

賛成の場合 「賛」の欄に〇印

反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

全員反対する場合 「否」の欄に〇印

一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱

いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いい

たします。

－ 2 －

議決権行使についてのご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行

使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが

PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の

「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、

再度議決権行使をお願いいたします。

※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ

遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。
3

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

－ 3 －
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(提供書面）

事　 業　 報　 告

(2020年１月１日から
2020年12月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における当社グループを取り巻く経営環境を振り返りますと、国内では新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響をうけ年度前半は大幅なマイナス成長となりましたが、その後の経済対策により景気は

持ち直しの動きが見られました。米国では厳しいロックダウンにより景気が大きく落ち込んだ後、コロナ適

応需要等もあり経済は回復基調に転じました。中国では政府のインフラ投資主導により、経済は他国に先駆

けてコロナ前の水準まで改善し、製造業投資や個人消費の回復が続きました。

このような経営環境下、当連結会計年度の経営成績は下記のとおりとなりました｡

日本では、オフィス･ビジネス機器用に対する売上は、テレワークの増加によりオフィス関連需要が減少し

た一方、在宅需要の拡大を受けた家庭用プリンター向け売上の増加等により横ばいとなりました。産業機器

用においては、リモートワークの拡大による半導体メモリーに対する世界的な需要増加を受け、半導体製造

装置関連の売上が増加しました。社会生活機器用においては、個人消費が落ち込んだことにより売上は減少

しました。遊技機器用については、年度前半は落ち込んだものの年度後半において遊技機の新機種への入替

えがあったこと等により売上が増加しました。医療機器用については、新型コロナウイルス感染症の世界的

拡大を受け、大型精密検査機器用及び心電計他モニタリング機器用等を中心に売上を伸ばしました。

業務請負・人材派遣子会社及びオフィス・ビジネス機器販売子会社の売上は横ばいでした。また基板製造

子会社の売上は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により計画を下回りました。一方、昨年５月に第三

者割当増資を引受け子会社となった部品加工事業会社の売上は堅調に推移しました。この結果、日本の売上

高は11,229百万円（前期比19.9%増）となりました。

アジアでは香港子会社においては、グループ外への部品販売が伸長したものの、中国・深圳子会社では大

きな比率を占めるＯＢＵ関連が新型コロナウイルス感染症拡大による影響を受け売上が減少しました。中

国・無錫子会社では、年度前半において感染症拡大の影響により売上が減少した一方、その後、日系メーカ

ー向けの車載機器用受注が増加したこと等により売上は横ばいとなりました。タイ子会社においては、新型

コロナウイルス感染症拡大の影響により、車載機器用を中心として売上が減少しました｡この結果、アジアの

売上高は、16,759百万円（前期比8.7%減）となりました。

以上の結果、連結売上高は、28,004百万円（前期比1.0%増）となりました。

営業利益は、日本では粗利益率が比較的高い半導体製造装置関連及び医療機器用の売上が増加したこと、

また新たに加工事業会社の利益が加わったこと等により増益となりました。アジアでは、香港・深圳子会社

－ 4 －

企業集団の現況
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は売上減少により減益となった一方、タイ子会社及び無錫子会社は生産の効率化を進めたこと等により、年

初に計画した営業利益を確保しました。以上より、連結営業利益は205百万円（前期比7.1%減）となりまし

た。

経常利益は、助成金収入、為替差益等が増益要因となりました。また、海外３拠点(香港、無錫、タイ)に

おける借入残高減少及び金利低下を受け支払利息が減少したこと等により、連結経常利益は415百万円（前期

比82.1%増）となりました。

上記に加えて、固定資産売却益、投資有価証券売却益等の特別利益、投資有価証券評価損、固定資産除去

損等の特別損失、法人税等及び非支配株主に帰属する当期純利益を加減した結果、親会社株主に帰属する当

期純利益は306百万円（前期比15.7%減）となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は691百万円で、その主なものは次のとおり

であります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

当社及び海外子会社における設備投資については機械及び装置の更新に伴う製造設備の新設を中心に

実施いたしました。

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

③　資金調達の状況

当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として3,870百万円の調達を

実施いたしました。

その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

2020年６月１日付で、当社連結子会社である株式会社ＮＣネットワークファクトリーが株式会社ＮＣネッ

トワークの加工事業部門を譲り受けました。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

2020年５月22日付で、株式会社ＮＣネットワークファクトリー株式の60%を取得しました。

－ 5 －
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 39 期

(2017年12月期)
第 40 期

(2018年12月期)
第 41 期

(2019年12月期)

第 42 期
(当連結会計年度)
(2020年12月期)

売 上 高 (百万円) 25,494 25,788 27,724 28,004

親会社株主に帰属する当期純利益または
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(百万円) 215 △829 363 306

１株当たり当期純利益　　　　　　　　
又は１株当たり当期純損失（△）

(円) 41.48 △159.86 70.07 57.85

総 資 産(百万円) 18,041 18,187 19,730 19,658

純 資 産(百万円) 3,737 2,556 2,829 3,294

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 715.46 488.07 540.08 583.76

(注)１.売上高には消費税等は含まれておりません。

２.当社は、2020年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失（△」及び１株当たり純資産額については、当該株式分割が第39期の期首に行われたものと仮定して算出してお

ります。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません｡

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD. 177,050,000HK$ 100％ 電子部品の受託加工

NEW TROIS ELECTRONICS (SHENZHEN) LTD. 9,500,000US$
100％

(100％)
電子部品の受託加工

TROIS ELECTRONICS (WUXI) CO., LTD. 14,654,161.4US$ 100％ 電子部品の受託加工

TROIS (THAILAND) CO., LTD. 60,000,000TH฿ 100％ 電子部品の受託加工

株式会社ボン･アティソン 55,000,000円 100％ 人材派遣業及び業務請負業

株式会社大日光商事 50,000,000円
100％

(40％)
事務機器販売業

栃木電子工業株式会社 50,000,000円 100％ 電子基板製造

株式会社ＮＣネットワークファクトリー 300,100,000円 60％ 機械部品の受託加工

NC NETWORK,INC. 700,000US$
60％

（60％)
機械部品の受託加工

(注)１．議決権比率欄の(　)内は、当社の子会社が所有する議決権比率を内数で示しております。
２．2020年５月、当社は株式会社ＮＣネットワークファクトリーが実施した第三者割り当て増資を引受け子会社化しております｡
３．当事業年度末日における特定完全子会社はありません。

－ 6 －
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(4)対処すべき課題

当社グループの主たる事業は、オフィス・ビジネス機器、産業機器、社会生活機器、インフラ機器、遊技機

器、医療機器、車載機器等のカテゴリーに使用するプリント配線基板への電子部品実装部門と、実装したプリ

ント配線基板も含めた機構組立部門(最終製品に組み込まれるユニット)を有するEMS(エレクトロニクス・マニ

ュファクチャリング・サービス)であり、EMS業界は次々に新しい電子機器が誕生し続けていること、また、大

手セットメーカーにおける開発設計部門への特化傾向等により需要は年々増加しており、市場規模は今後も拡

大が見込まれております。

一方、競争の激化による利幅の縮小、製造拠点が多い中国を始めとするアジア諸国の賃金水準上昇、新型コ

ロナウイルス感染拡大が与える影響等について注視していく必要があります。

(前中期経営計画の振り返り)

当社グループは、前中期経営計画（2019年～2021年度）において「開発設計力を備えた提案型EMSグループへ

の変革および多元的主要セグメント(車載、医療、OBU:Office Business Unit等)を有する専門家集団

を目指す」をグループのビジョンとして掲げ、「主要セグメントにおけるコンバージョン」、「収益基盤の拡

大」、「組織力の強化」を重点経営課題として取り組んでまいりました。

「主要セグメントにおけるコンバージョン」としては、オフィス・ビジネス機器向け売上比率が低下(2019

年度42%→2020年度33%)した一方、車載及び医療機器向け売上比率は増加(2019年度28%→2020年度32%)し、前

中期経営計画の目標（車載及び医療向け売上比率が売上全体の1／3以上）を概ね達成しました。

「収益基盤の拡大」としては、2019年にはベトナムにおける双日ベトナム社及びマニュトロニクス社との戦

略的パートナー契約締結、2020年には豊洋精工株式会社との業務提携契約締結、住商電子(上海)有限公司との

合弁会社設立、ドローンパワーテクノロジーズ株式会社との業務提携契約締結等実施により顧客基盤の強化を

図りました。

「組織力の強化」としては、2020年には株式会社NCネットワークとの合弁契約締結、株式会社NCネットワ

ークファクトリーの子会社化等により、車載関連及び医療関連を中心とした高難易度・高付加価値製品の受注

体制を構築しました。また、深圳市彩煌荣昌科技有限公司との合弁会社設立等により、中国華南地区における

車載向け案件獲得に向けた新たな生産拠点の整備を図りました。

(前中期経営計画の課題)

前中期経営計画(2019年度～2021年度)においては、それぞれの重点経営課題において一定の成果を出すこと

が出来た一方、今後これらの施策を効果的に展開する為の更なる取組が必要と認識しています。また、アフ

ターコロナを見据えた更なる持続的な成長を実現するためにお客様への提供価値の最大化を図るべく、当社グ

ループのグローバルシナジー拡大に向けた取組が必要と認識しています。

(新中期経営計画)

上記のような経営環境の変化及び課題を踏まえ、当社グループは前中期経営計画の終了年度(2021年)を待た

ず、新たな中期経営計画(2021年度～2023年度)を策定しました。

－ 7 －
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なお、新中期経営計画における基本方針及び対処すべき課題は次の通りです。

＜基本方針＞

「Mission（使命）：持続可能性の向上」を企業理念として掲げ、Simple、Speed、Self Confidenceの3つの

Sをキーワードとしてお客様に信頼されるものづくりを通し、当社グループのみならず地域社会、地球環境の持

続可能性向上に貢献します。

＜対処すべき課題＞

このような基本方針のもと、当社グループは以下に記載した項目を対処すべき課題と捉え重点的に推進して

まいります。

(1)経営基盤の強化

①生産効率の向上

生産効率向上を目的とするQMS（Quality Management System）生産革新活動が最重要課題であるとの認識の

下、当社グループを挙げて取組んでまいりましたが、各製造拠点によって手法にバラつきが見られたことから、

国内で習得したノウハウを海外にも移植しながら統一された活動を行い、終わりのないQMS生産革新活動がグル

ープ全体の企業文化として定着するよう引き続き注力してまいります。

②購買部門強化と在庫管理の徹底

EMS事業を拡大していくうえで電子部品の購買・在庫管理は、生産効率と並ぶ最重要課題であります。EMSに

対する最も基本的な顧客要求はQCD（品質、コスト、納期）であり、情報共有化をベースとするシステムを再構

築のうえグループ全体として電子部品・補助材料を適時・適量・適切価格で購入し在庫管理することによって、

顧客満足度の向上を図ってまいります。

③自己資本の充実

2020年12月期末での連結自己資本比率は15.9%となっており、この引き上げが喫緊の課題となっております。

そのため、国内・海外グループが安定的に利益を確保する体制を再構築するとともに、製品・仕掛品・原材料

の適正在庫水準維持に注力すること、また、資産のオフバラ化による負債の圧縮を検討・実施すること等によ

り、財務の安全性の判断基準となる自己資本比率の向上を図ってまいります。

④コーポレートガバナンスの強化

当社は従来より監査役会設置会社としてコーポレートガバナンス強化に注力してまいりましたが、大手上場

企業においても多種多様な形で不祥事が発生していることを鑑み、2020年度に監査等委員会設置会社に移行い

たしました。また、新設した内部監査室により監査機能の強化を図り、全てのステークホルダーの信頼を更に

高めるための経営体制構築を確立してまいります。

⑤海外子会社の効率化

当社グループの海外製造拠点は中国/深圳・無錫・恵州、タイ/チョンブリの４拠点、香港には部材調達・製

品販売機能を持った拠点を配しており、各拠点が立地する産業クラスターに合わせた事業展開をしております。

今後は、これらの拠点でこれまで蓄積してきたノウハウを相互に横展開することで、顧客の多層化を推進、

顧客満足度の高いEMSを提供することによって、より安定的な経営と業容拡大を目指してまいります。

－ 8 －
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⑥品質向上・環境対応への取組み

顧客の多層化推進の観点から、車載機器・医療機器等高い品質保証レベルを求める顧客獲得のために、先ず

各製造拠点のターゲット顧客の要求に即した特定業種向けISOマネジメント・システムの定着を進め、もう一段

レベルアップした品質保証体制の確立を目指してまいります。環境対応については、社会的にも環境問題が大

きく取り上げられ、顧客からの環境関連の要求が急増している中、当社グループとして迅速かつ効率的に環境

対策に取組むことができる体制を構築することは、当社の強み＝顧客からの信頼につながるばかりでなく、各

種環境関連法規に抵触しないための予防対策（＝潜在的リスクの軽減）としても有効であると認識し、ISO14001

に基づいた全社的管理体制をさらに強化してまいります。

(2)経営基盤の拡充

①アライアンスの推進

当社グループはこれまで自社単独では取り組めないような事業を、パートナー企業や団体の力を活用し行って

きました。今後もアライアンス推進による新規事業開始や事業拡大を図るとともにパートナー企業の優れ

たノウハウ吸収に努め、当社グループのレベルアップに努めてまいります。

②開発製造型EMS機能の拡充

当社グループは電子部品実装技術という製造力をベースに、顧客に対して新製品立上げの設計段階から関与

し、調達・製造・物流まで受託するEMSとして発展してまいりました。さらに昨年５月に当社グループに加わっ

た株式会社NCネットワークファクトリーが保有する車載や産業設備向けを中心とした小ロット部品に関する開

発力を生かし、当社グループを最先端の顧客ニーズにフレキシブルに対応できる新しい形のEMSに進化させ、企

業価値の向上を図ってまいります。

③顧客の多層化

当社グループでは、これまでオフィス・ビジネス機器用ユニットをメインとした生産を行ってまいりました

が、各製造拠点が立地する地域の産業クラスター特性を念頭に置き、地域特性に応じた異なるカテゴリーを生

産する顧客開拓に注力してまいります。その一環として九州における車載ビジネス展開のための業務提携、ベ

トナムにおける大手商社・現地企業との戦略的パートナー契約を締結いたしました。今後は、海外における資

本提携も視野に入れた車載ビジネス拡大を目指すとともに、国内で取得した医療ISOをベースに医療機器分野に

おける高付加価値製品の受注拡大を目指してまいります。

さらに、航空宇宙産業、リチウム電池等の比較的新しい産業分野での受注も目指してまいります。

④SDG'sへの取組

経営を取り巻く環境が激変する中で社会と共生しながら新しい世界で創出される事業機会を獲得し、企業価

値の向上を目指してまいります。また、社会や地域に貢献する活動を通し役職員に様々な気付きの機会を与え、

企業活動本質への理解を深めてまいります。

－ 9 －
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(3)人材育成に対する取組強化

①人事制度再構築

人事制度の再構築により社員一人ひとりのやる気を伸ばし、全ての社員が持てる能力を最大限に発揮するこ

とにより、多様化する顧客ニーズに応えることを通して当社グループの持続的な発展を目指してまいります。

②健康経営へ取組

社員の心と身体の健康づくりに向けた保健指導やメンタルヘルス対策を推進することにより、社員のエンゲ

ージメントとモチベーションの向上に繋げ、会社組織の活性化を図ってまいります。

(5) 主要な事業内容（2020年12月31日現在）

当社は次の製品に係る電子部品の受託加工を主な事業としております｡

オフィスビジネス機器用ユニット

社会生活機器用ユニット

産業機器・医療機器用ユニット

車載機器用ユニット

遊技機器ユニット

－ 10 －
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(6) 主要な営業所及び工場（2020年12月31日現在）

本 社 栃木県日光市

瀬 尾 工 場 栃木県日光市

根 室 工 場 栃木県日光市

杉 の 郷 工 場 栃木県日光市

轟 工 場 栃木県日光市

烏 山 工 場 栃木県那須烏山市

株 式 会 社 ボ ン ・ ア テ ィ ソ ン 栃木県日光市

株 式 会 社 大 日 光 商 事 栃木県日光市

栃 木 電 子 工 業 株 式 会 社 栃木県栃木市

株 式 会 社 Ｎ Ｃ ネ ッ ト ワ ー ク フ ァ ク ト リ ー 東京都台東区

NC NETWORK,INC. 米国カリフォルニア州ロサンゼルス

TROIS ENGINEERING　PRETEC HONG KONG LTD. 香港

NEW TROIS ELECTRONICS  (SHENZHEN) LTD. 中国深圳市

TROIS ELECTRONICS (WUXI) CO., LTD. 中国無錫市

TROIS (THAILAND) CO., LTD. タイ王国チョンブリ県

（注）2020年６月１日付で株式会社ＮＣネットワークファクトリーが部品加工事業を譲り受けました。

(7) 使用人の状況（2020年12月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

日本 544（163）名 16名減（15名増)

アジア 611（815）名 115名減（73名減)

その他 3 (　0) 名 3名増（ 　- ）

合計 1,158（978）名 128名減（58名減)

(注)１.使用人数は就業員数であり、臨時雇用者(パート、人材会社からの派遣社員を含みます｡)は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２.使用人数が前連結会計年度末と比べて128名減少しておりますが、主にアジアについて中国子会社の人員数を削減したことに

よるものであります。

３.事業区分における「その他」は、北米の現地法人の事業活動を含んでおります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

231（104）名 2名増（6名増) 40.9歳 12.1年

(注)　使用人数は就業員数であり、臨時雇用者(パート、人材会社からの派遣社員を含みます｡)は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

－ 11 －
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(8) 主要な借入先の状況（2020年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 足 利 銀 行 2,403,923千円

株 式 会 社 群 馬 銀 行 2,088,934千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,411,190千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 973,065千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 661,720千円

株 式 会 社 栃 木 銀 行 506,736千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 495,100千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 470,013千円

農 林 中 央 金 庫 330,000千円

株 式 会 社 常 陽 銀 行 260,772千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２．株式の状況（2020年12月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 11,200,000株
(2) 発行済株式の総数 5,468,400株
（注）１．2020年６月８日開催の取締役会決議に基づき、2020年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行っております。なお、株式分割により発行済株式数は2,706,000株増加しております｡

２．新株予約権の行使により、発行済株式の総数は56,400株増加しております。

(3) 株主数 1,860名
(4) 大株主（上位10位）

会 社 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 欅 1,046,140株 19.50％

株 式 会 社 Ｎ Ｃ ネ ッ ト ワ ー ク 690,000株 12.86％

株 式 会 社 足 利 銀 行 259,200株 4.83％

大 日 光 ・ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 従 業 員 持 株 会 173,700株 3.24％

山 口 侑 男 167,300株 3.12％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 161,400株 3.01％

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 152,000株 2.83％

山 口 琢 也 142,400株 2.65％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 128,400株 2.39％

株 式 会 社 栃 木 銀 行 120,000株 2.24％

(注)　持株比率は自己株式（103,282株）を控除して算出しております。
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３. 新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等に関する事項

第1回新株予約権

発行決議日 2013年5月27日

新株予約権の数 20個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式4,000株
（新株予約権1個につき200株）

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使金額
新株予約権1個当たり74,000円
（1株当たり370円）

権利行使期間
2015年3月27日から
2023年2月28日まで

役員保有状況

監査等委員でない取締役
(社外取締役除く。)

新株予約権の数　　  20個
目的となる株式数 4,000株
保有者数　　　　　　 1名

監査等委員でない社外取締
役

新株予約権の数　　　  －
目的となる株式数　　　－
保有者数　　　　　　　－

監査等委員である取締役
新株予約権の数　　　　－
目的となる株式数　　　－
保有者数　　　　　　　－

(注)2020年７月１日付で行った1株を2株とする株式分割により、新株予約権の目的となる株式の数は調整されています｡

(2) 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等に関する事項

第2回新株予約権

発行決議日 2020年3月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社執行役員及び従業員122名
当社子会社取締役及び従業員36名

新株予約権の数 383個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式76,600株

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使金額 新株予約権1個当り1円

権利行使期間
2022年4月13日から
2037年4月12日まで

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 13 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（2020年12月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 C E O 山 口 侑 男
TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.代表取締役
NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN) LTD.董事長

代 表 取 締 役 社 長
執 行 役 員 C O O

山 口 琢 也

取 締 役
執 行 役 員 C F O

為 崎 靖 夫 経営企画室長

取 締 役 相 馬 郁 夫

取 締 役
常 勤 監 査 等 委 員

高 野 節 子

取 締 役
監 査 等 委 員

田 原 哲 郎

取 締 役
監 査 等 委 員

千 﨑 英 生

(注)１.当社は、取締役会以外の重要な会議への出席を継続的・実効的に行うなど、情報収集や監査の実効性を高めることを目的と

して、常勤の監査等委員を置いております。

２.相馬郁夫氏、田原哲郎氏、千﨑英生氏は社外取締役であります｡

３.当社は、社外取締役相馬郁夫氏及び田原哲郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届出て

おります。

４.当社は、2020年３月27日付で監査等委員会設置会社に移行しております。これに伴い、常勤監査役高野節子氏、監査役田

原哲郎氏及び監査役木村あきよ氏が退任、同日付で高野節子氏は取締役（常勤監査等委員）、田原哲郎氏は取締役（監査等

委員）に就任しております。また、同日に、森明氏、大島健二氏、堀中光男氏、加藤宏一氏及び大島誠二氏が任期満了により

それぞれ取締役を退任しております。

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役

（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
９名 66百万円

取 締 役

（ 監 査 等 委 員 ）
３名 10百万円

監 査 役 ３名 2百万円

合 計 15名 80百万円

（注）１．上記のうち、社外取締役及び社外監査役に対する報酬等の総額は次のとおりであります。

社外取締役（監査等委員を除く）　　１名   2,400千円

社外取締役（監査等委員）　　　　　２名　 3,600千円

社外監査役　　　　　　　　　　　　２名　  600千円

－ 14 －
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２．監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬限度額は、1999年６月22日開催の第20回定時株主総会において年額300百万

円以内（ただし、使用人給与は含まない。）と決議いただいております。また、監査役の報酬限度額は、2000年６月26日

開催の第21回定時株主総会において年額50百万円以内と決議いただいております。

３．監査等委員会設置会社移行後の取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2020年３月27日開催の第41回定時株主総会

において年額150百万円以内（うち社外取締役分年度額50百万円以内、ただし使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな

い），監査等委員である取締役の報酬額を年額50百万円以内と決議いただいております。

４．上記の取締役（監査等委員を除く）の支給人員及び支給額には、2020年３月27日開催の第41回定時株主総会終結の時をも

って退任した取締役５名を含んでおります。

５．2020年３月27日開催の第41回定時株主総会終結の時をもって監査役を退任し取締役（監査等委員）に就任した高野節子及

び田原哲郎の各氏については、監査役在任期間は監査役に、取締役（監査等委員）在任期間は取締役（監査等委員）に含

めて記載しております。

６．上記の監査役の支給人員及び支給額には、2020年３月27日開催の第41回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１

名を含んでおります。

(3) 社外役員に関する事項
①　重要な兼職の状況ならびに当社と当該兼職先との関係

該当事項はありません｡
②　当社及び特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
③　当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

社 外 取 締 役 相 馬 郁 夫
当事業年度開催の取締役会24回すべてに出席し、経営における豊富な経験と幅広い見識

に基づき、適宜発言を行っております。

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

田 原 哲 郎

当事業年度開催の取締役会24回すべてに出席、３回開催の監査役会、10回開催の監査等

委員会すべてに出席し、経営に関する高い見識に基づき､公正な立場から適宜発言を行っ

ております。

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

千 﨑 英 生
2020年３月27日に就任後、取締役会20回すべてに出席、10回開催の監査等委員会すべて

に出席し、経営に関する高い見識に基づき､公正な立場から適宜発言を行っております。

④　責任限定契約内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任の限

度額を法令で定める額とする責任限定契約を締結しております。

－ 15 －
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５．会計監査人の状況
(1) 名称   EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33百万円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に

区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．当社の重要な海外子会社は､当社の会計監査人以外の者(外国における公認会計士または監査法人に相当する資格を有する者)

の監査(会社法または金融商品取引法(これらの法律に相当する外国の法令を含む。)の規定によるものに限る｡)を受けておりま

す｡

３．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積の算出の根拠等が適切であるかどうか

について、必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は､会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当する状況にあり､かつ改善の見込みがないと

判断した場合には､会計監査人を解任いたします｡

また､上記の場合のほか､会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には､監査等委員

会は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該議題を株主総会に提案い

たします｡

(4) 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項

該当事項はありません。

－ 16 －
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６．業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

子会社を含め、全社において取締役及び使用人が、公正かつ高い倫理観をもって業務運営を行い、その大前

提がコンプライアンスであるとの認識に立って全てのステークホルダーから信頼される経営体制を構築する。

そのために、取締役及び使用人は、法令・定款及び社内規程の遵守を周知徹底する。また、内部監査室は、当

社及び当社子会社の業務運営の状況・相互牽制機能の有効性を検証するとともに、職務執行が、法令等諸規

則・定款及び社内規程に基づいて行われているか監査を実施し、その結果を社長が把握することによって適切

に業務が運営されていることを確認する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等の社内規程に基づき、事後的に確認ができるよう

に適切かつ確実に保存・管理を行う。取締役及び監査等委員である取締役（以下、監査等委員）は、これらの

文書を閲覧することができる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

子会社を含め、全社において取締役会は、企業活動の持続的発展にとって脅威となる全てのリスクに対処す

るための管理体制を適切に構築し、常にその体制を点検することによって有効性を検証するために、以下の事

項を定める。

① リスク管理体制を強化するため、取締役会の決議によりコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、

社長を委員長として統轄部署を内部監査室とし、適宜リスク管理及びコーポレートガバナンスの状況を点検

し、その改善を図る。

② 事業遂行上の障害・瑕疵、重大な情報漏洩・信用失墜・災害等の危機に対して、予防体制を整備する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社を含め、全社において機動的な意思決定に基づき効率的な業務運営を行うために、以下の事項を定め

る。

① 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会規程に基づき、原則として取締役

会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時開催する。

② 取締役会の決議により、業務の執行を担当する執行役員を選任し、会社の業務を委託する。執行役員は執

行役員規程に基づき、取締役会で決定した事項に従い、社長の指示によって業務を執行する。

③ 円滑に業務を運営する機関として生産会議を設置し、業務上重要な事項を審議・決定する。生産会議は毎

月１回以上開催する。

④ 予算管理規程に基づき、各事業年度における中期経営計画、年度計画を策定し、各部門の目標と責任を明

確にし、予算と実績との差異分析を毎月行い、必要に応じて施策を講じることによって目標の達成を図る。

－ 17 －
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(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

子会社の自主性を尊重するとともに、子会社の管理部署を総務部とし、関係会社規程において事前協議事項

を定めて、子会社の指導・育成と、当社・子会社双方の経営効率の向上を図る。

(6) 監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査等委員その職務を全うするうえで補助を必要とする場合は、監査等委員と協議のうえ当社の使用人から

任命し配置することとし、当該使用人の人事異動及び考課については、監査等委員の同意を得たうえで決定す

る。

(7) 取締役、使用人及び子会社の取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員に報

告をするための体制その他の監査等委員への報告に関する体制、ならびに、その他の監査等委員の監査が実効

的に行われることを確保するための体制

① 当社グループの役員、使用人等は、監査等委員の要請に応じて、事業及びコーポレートガバナンスの状況

等の報告を行い、内部監査室は内部監査の結果等を報告する。

② 当社グループの役員、使用人等は、重大な法令・定款及び社内規程違反、不正行為の事実、または会社に

著しい損害を及ぼす懸念のある事実を知ったときには、速やかに監査等委員に報告する。

③ 監査等委員が重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるように、監査等委員は取締役会への

出席のほかに、生産会議その他の重要な会議に出席できる。また、監査等委員から要求のあった文書等は、

随時提供する。

(8) 監査等委員へ報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査等委員への報告を行った当社グループの取締役、使用人に対し、報告したことを理由として不

利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役、使用人に周知徹底する。

(9) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行について生ずる

費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該監査等委員

の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理することとしており

ます。

(10) 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

① 子会社を含め、全社において金融商品取引法及び内閣府令が要請する財務計算に関する書類その他の情

報の信頼性と適正性を確保する体制について､必要かつ適切なシステムを整備し､運用する｡

② 取締役会は､それらが適切に整備及び運用されていることを監督する｡

③ 監査等委員は､それらの整備及び運用状況を監視し検証する｡

－ 18 －
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(11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

① 子会社を含め、全社において反社会的勢力との関係を一切持たないことを旨とし、企業行動憲章において

「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固として対決する｡」と定めて、役職

員への周知徹底を図るため、社内に掲示するとともに講習会・研修を実施する。

② 総務部は反社会的勢力に関する情報を一元的に管理する。反社会的勢力からの接触を受けた役職員は直ち

に上司あるいは総務部に報告する。総務部は平素から関連情報の収集に注力するため、警察・顧問弁護士等

との定期的情報交換を実施する。総務部長は、反社会的勢力からの不当要求と認識した場合あるいは被害が

発生した場合は、直ちに社長あるいは取締役会に報告し対応を協議したうえで警察へ通報し、必要に応じて

企業及び関係者の安全を確保しつつ法的措置を取る。

７．業務の適正を確保するための体制の運用の状況
上記の業務の適正を確保するための体制については、各部署においてその適切な運用に努めるとともに、内

部監査室がその運用状況を随時モニタリングしており、不適切な点を発見した場合には直ちに是正処理を行い

ます。

－ 19 －
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連結貸借対照表
（2020年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

14,309,485

1,679,385

5,422,880

2,107,707

574,690

400,089

3,892,066

292,218

△59,553

5,349,313

4,011,918

1,357,301

1,867,850

584,885

550

201,331

132,953

1,204,440

597,888

306,476

68,223

231,851

流 動 負 債 10,348,632

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,655,949

電 子 記 録 債 務 1,101,564

短 期 借 入 金 2,390,416

１年内返済予定の長期借入金 1,855,425

リ ー ス 債 務 154,871

未 払 法 人 税 等 86,728

そ の 他 1,103,676

固 定 負 債 6,015,361

長 期 借 入 金 5,696,923

リ ー ス 債 務 188,901

退 職 給 付 に 係 る 負 債 119,202

繰 延 税 金 負 債 2,668

そ の 他 7,664

負 債 合 計 16,363,994

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,514,214

資 本 金 873,690

資 本 剰 余 金 611,350

利 益 剰 余 金 1,067,691

自 己 株 式 △38,518

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 617,714

その他有価証券評価差額金 △78,746

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 8,167

為 替 換 算 調 整 勘 定 688,293

新 株 予 約 権 20,033

非 支 配 株 主 持 分 142,842

純 資 産 合 計 3,294,805

資 産 合 計 19,658,799 負 債 純 資 産 合 計 19,658,799

－ 20 －
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連結損益計算書

(2020年１月１日から
2020年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 28,004,409

売 上 原 価 25,396,173

売 上 総 利 益 2,608,236

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,402,721

営 業 利 益 205,515

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,786

受 取 配 当 金 10,628

仕 入 割 引 360

消 耗 品 等 売 却 益 40,787

受 取 賃 貸 料 1,719

助 成 金 収 入 135,207

受 取 補 償 金 1,191

為 替 差 益 45,417

保 険 返 戻 金 9,751

そ の 他 88,563 340,413

営 業 外 費 用

支 払 利 息 124,716

支 払 手 数 料 1,190

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 3,424

そ の 他 816 130,146

経 常 利 益 415,781

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 65,400

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,804

負 の の れ ん 発 生 益 1,910 78,114

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 527

固 定 資 産 除 却 損 3,627

投 資 有 価 証 券 評 価 損 66,446 70,602

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 423,293

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 114,870

法 人 税 等 調 整 額 △20,268 94,602

当 期 純 利 益 328,691

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 21,794

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 306,897

－ 21 －
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連結株主資本等変動計算書

（2020年１月１日から
2020年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 2 0 年 1 月 1 日 残 高 859,351 566,351 813,590 △77,578 2,161,713

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 14,339 14,339 28,679

剰 余 金 の 配 当 △52,796 △52,796

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 306,897 306,897

自 己 株 式 の 処 分 30,660 39,060 69,720

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結 会 計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 14,339 44,999 254,100 39,060 352,500

2 0 2 0 年 1 2 月 3 1 日 残 高 873,690 611,350 1,067,691 △38,518 2,514,214

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株
予 約 権

非 支 配 株 主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2 0 2 0 年 1 月 1 日 残 高 △74,694 5,979 717,407 648,691 19,029 - 2,829,435

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 28,679

剰 余 金 の 配 当 △52,796

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 306,897

自 己 株 式 の 処 分 69,720

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結 会 計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△4,051 2,188 △29,114 △30,977 1,003 142,842 112,869

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △4,051 2,188 △29,114 △30,977 1,003 142,842 465,369

2 0 2 0 年 1 2 月 3 1 日 残 高 △78,746 8,167 688,293 617,714 20,033 142,842 3,294,805

－ 22 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
（2020年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

6,383,194

388,750

306,480

1,496,756

2,107,707

41,534

186,538

1,634,743

220,684

6,652,253

1,776,823

768,671

67,623

314,612

14,990

126,144

484,781

57,972

33,700

20,056

4,215

4,817,456

129,744

4,344,967

306,476

30,568

5,699

流 動 負 債 4,968,407

支 払 手 形 151,551

買 掛 金 968,397

電 子 記 録 債 務 1,101,564

短 期 借 入 金 800,000

１年内返済予定の長期借入金 1,673,608

リ ー ス 債 務 15,246

未 払 金 148,514

未 払 法 人 税 等 23,550

未 払 消 費 税 等 54,249

そ の 他 31,726

固 定 負 債 4,727,273

長 期 借 入 金 4,588,015

リ ー ス 債 務 72,598

退 職 給 付 引 当 金 65,660

そ の 他 1,000

負 債 合 計 9,695,681

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,321,577

資 本 金 873,690

資 本 剰 余 金 611,350

資 本 準 備 金 580,690

そ の 他 資 本 剰 余 金 30,660

利 益 剰 余 金 1,875,055

利 益 準 備 金 47,157

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,827,897

別 途 積 立 金 1,100,000

繰 越 利 益 剰 余 金 727,897

自 己 株 式 △38,518

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △1,845

その他有価証券評価差額金 △2,328

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 483

新 株 予 約 権 20,033

純 資 産 合 計 3,339,766

資 産 合 計 13,035,447 負 債 純 資 産 合 計 13,035,447

－ 23 －
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損　益　計　算　書

(2020年１月１日から
2020年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,721,807

売 上 原 価 9,641,484

売 上 総 利 益 1,080,322

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,027,296

営 業 利 益 53,026

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,001

受 取 配 当 金 122,180

仕 入 割 引 360

消 耗 品 等 売 却 益 9,520

受 取 賃 貸 料 2,052

受 取 補 償 金 1,191

保 険 返 戻 金 9,751

そ の 他 50,698 201,757

営 業 外 費 用

支 払 利 息 44,675

為 替 差 損 16,292

支 払 手 数 料 1,190

そ の 他 656 62,813

経 常 利 益 191,970

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,376

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,703 13,080

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 527

投 資 有 価 証 券 評 価 損 66,446 66,974

税 引 前 当 期 純 利 益 138,076

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 45,415

法 人 税 等 調 整 額 △12,421 32,993

当 期 純 利 益 105,083

－ 24 －
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株主資本等変動計算書

(2020年１月１日から
2020年12月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主 資 本
合 計

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金 合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余
金 合 計特別償却

準 備 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2020年１月１日残高 859,351 566,351 － 566,351 47,157 21,198 1,100,000 654,412 1,822,768 △77,578 3,170,891

事業年度中の変動額

新株の発行（新株予約
権 の 行 使 ）

14,339 14,339 14,339 28,679

剰 余 金 の 配 当 △52,796 △52,796 △52,796

特別償却準備金の取崩 △21,198 21,198 － －

当 期 純 利 益 105,083 105,083 105,083

自 己 株 式 の 処 分 30,660 30,660 39,060 69,720

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 14,339 14,339 30,660 44,999 － △21,198 － 73,485 52,286 39,060 150,686

2020年12月31日残高 873,690 580,690 30,660 611,350 47,157 - 1,100,000 727,897 1,875,055 △38,518 3,321,577

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2020年１月１日残高 △34,417 △908 △35,326 19,029 3,154,595

事業年度中の変動額

新株の発行（新株予約
権 の 行 使 ）

28,679

剰 余 金 の 配 当 △52,796

特別償却準備金の取崩 －

当 期 純 利 益 105,083

自 己 株 式 の 処 分 69,720

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

32,088 1,391 33,480 1,003 34,484

事業年度中の変動額合 32,088 1,391 33,480 1,003 185,170

2020年12月31日残高 △2,328 483 △1,845 20,033 3,339,766

－ 25 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年３月５日

株式会社大日光･エンジニアリング
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東   京   事   務   所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐藤　明典 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 下田　琢磨 ㊞

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社大日光・エンジニアリングの2020年１月１日から2020年12月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表

について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大日

光・エンジニアリング及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する

規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽

表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると

合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 26 －
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと

もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に

表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監

査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含

む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独

立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内

容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年３月５日

株式会社大日光･エンジニアリング
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東   京   事   務   所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐藤　明典 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 下田　琢磨 ㊞

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社大日光・エンジニアリングの2020年１月１日から2020年12

月31日までの第42期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその

附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示

は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的

に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 28 －
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。

監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも

に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し

ているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含

む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独

立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内

容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2020年１月１日から2020年12月31日までの第42期事業年度における取締役の職務の執行

について監査いたしました。その方法及び結果につきまして以下の通り報告いたします｡

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並

びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下

記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に

出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま

た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、

その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社

法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及びその使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号

に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 30 －
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２．監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます｡

(3)連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます｡

2021年３月８日

株式会社大日光･エンジニアリング 監査等委員会
取 締 役 常 勤
監 査 等 委 員 高 野 節 子 ㊞
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 田 原 哲 郎 ㊞
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 千 﨑 英 生 ㊞

－ 31 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては､以下のとおりといたしたいと存じます｡

期末配当に関する事項

第42期の期末配当につきましては､当事業年度の業績並びに今後の事業展開等を勘案し､以下のとおりとい

たしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき5.00円といたしたいと存じます。また、この場合の配当総額は26,825,590円とな

ります。

　なお、中間配当金として１株当たり5.00円をお支払いしております。当社は2020年７月１日付けで普通株

式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記中間配当金は株式分割後の基準で換算した配

当額を記載しております。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2021年３月31日といたしたいと存じます。

－ 32 －
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、当社グループのコーポレートガバナンス体制強化を図るために社内取締役の員数を１名増員

し、取締役５名（監査等委員である取締役を除く。）の選任をお願いするものです。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
 

（生  年  月  
 

日）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

やま

山
ぐち

口
ゆき

侑
お

男
(1938年１月15日生)

1979年９月　当社設立 代表取締役社長

2020年４月　当社代表取締役会長ＣＥＯ（現任）

[重要な兼職の状況]

1994年３月　TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.代表取締役(現任)

2001年10月　NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN) LTD.董事長(現任)

167,300株

２

やま

山
ぐち

口
たく

琢
や

也
(1976年４月14日生)

2002年６月　当社非常勤取締役

2003年９月　当社常勤取締役

2005年10月　当社取締役海外本部長

2008年３月　当社取締役副社長

2009年３月　当社取締役副社長兼務生産部門総括

2011年４月　当社取締役副社長兼務生産本部本部長

2012年８月　当社取締役副社長

2013年４月　当社代表取締役副社長

2016年４月　当社取締役生産調達情報システム室長

2017年１月　当社取締役国内生産事業部本部長

2017年４月　当社代表取締役副社長

2018年１月　当社代表取締役副社長兼務営業本部長

2020年４月　当社代表取締役社長執行役員ＣＯＯ(現任）

142,400株

３

ため

為
さき

崎
やす

靖
お

夫
(1952年７月６日生)

1976年４月　株式会社東京銀行(現株式会社三菱UFJ銀行)入行

2005年10月　当社入社 社長室長

2006年10月　当社執行役員経営企画室長

2007年３月　当社取締役経営企画室長

2008年３月　当社取締役副社長兼務経営企画室長

2009年３月　当社取締役副社長兼務経営企画室長､財務･経理･総務部門総括

2011年４月　当社取締役副社長兼務経営企画室長

2013年４月　当社代表取締役副社長兼務経営企画室長

2016年４月　当社取締役経営企画室長

2020年４月　当社取締役経営企画室長執行役員ＣＦＯ（現任）

46,900株

４※
つの

角
だ

田
ひろ

洋
はる

晴
(1968年４月７日生)

1992年４月　ニチメン株式会社（現双日株式会社）入社

2000年９月　株式会社エヌシーネットワーク（現株式会社ＮＣネットワーク）入社

2002年１月　同社取締役（加工事業、経営管理部門担当）

2012年９月　ＮＣ Ｎetwork,Inc.プレジデント（兼務）

2016年９月　株式会社ＮＣネットワーク取締役副社長

2020年６月　株式会社ＮＣネットワークファクトリー代表取締役

15,000株

５

そう

相
ま

馬
いく

郁
お

夫
(1946年８月４日生)

1970年４月　キヤノン株式会社入社

1997年１月　同社映像事務機第一事業部長

1999年３月　同社取締役

1999年４月　同社映像事務機器事業本部長

2003年３月　同社常務取締役

2005年３月　キヤノンファインテック株式会社代表取締役社長

2011年３月　キヤノンマーケティングジャパン株式会社取締役

2015年３月　当社社外取締役（現任）

2,000株
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(注)１．取締役候補者山口侑男氏は､TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.の代表取締役､NEW TROIS ELECTRONICS (SHENZHEN)
LTD.の董事長を兼務しておりますが､この２社は､当社の100％子会社であり､特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者角田洋晴氏は大手商社を経て未だ草創期であった株式会社NCネットワークに入社、持ち前の先見性に加えて営業
力・指導力を発揮し同社加工事業部の立上げ・分社化に貢献するとともに、大手自動車等メーカーから高い評価を得るまでに
育て上げました。この豊富な経営経験を活かして取締役としての職務を遂行されるものと判断したことから、選任をお願いす
るものであります。

３．相馬郁夫氏は社外取締役候補者であります。同氏はキヤノン株式会社常務取締役等を経て、2015年より当社の社外取締役であ
り、その就任年数は本総会終結の時をもって、６年となります。同氏の経営における豊富な経験と幅広い見識を当社経営に反
映し、職務を適切に遂行されるものと判断したことから社外取締役候補者といたしました。

４．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
５．相馬郁夫氏が選任された場合、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を継続す

る予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令に定める最低責任限度額となります。
６．当社は、相馬郁夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届けております。同氏の選任が承認された場合、引き続

き独立役員となる予定であります。
７．※印は新任候補者であります。

以上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：栃木県日光市大沢町１２０９番地
ピートダイゴルフクラブロイヤルコース会議室
TEL 0288－26－0011

青少年スポーツセンター青少年スポーツセンター

大沢台病院

㈱ニッコー

ﾋﾟｰﾄﾀﾞｲ ｺﾞﾙﾌ ｸﾗﾌﾞ
ＶＩＰコース

ﾋﾟｰﾄﾀﾞｲ ｺﾞﾙﾌ ｸﾗﾌﾞ
ロイヤルコース

国道119号線（日光街道）
山口交差点

出光Ｇ.Ｓ.大沢交差点

高瀬輪店

日光市役所
大沢支所

料金所

至日光

至今市I.C.

大沢I.C. 日光宇都宮有料道路

ＪＲ日光線

下野大沢駅

至浦和I.C
.

東北自動車道

至矢板I.C
.

至宇都宮

ロイヤルコース

案内看板

ローソン

宇都宮I.C.

会
場

交通のご案内
日光宇都宮有料道路 大沢I.C.より車で５分
ＪＲ日光線       下野大沢駅より車で10分
東武日光線         下今市駅より車で25分

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、株主の皆様におかれ
ましては極力書面またはインターネットによる事前の議決権行使をお願い
いたします。

地図


